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(57)【要約】
【課題】畝の形状を変更することができながら、畝の側
部も適切に成形すること。
【解決手段】耕起ロータと、その耕起ロータの上部を覆
うカバー１１と、可撓性を有し、耕起ロータの後部に垂
れ下がるようにカバー１１の後端部に連結された平板体
１９とが備えられ、平板体１９の後方側に配置される第
１支持体２５が備えられている。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　耕起ロータと、その耕起ロータの上部を覆うカバーと、可撓性を有し、前記耕起ロータ
の後部に垂れ下がるように前記カバーの後端部に連結された平板体とが備えられ、
　前記平板体の後方側に配置される第１支持体が備えられている耕耘装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、耕起ロータと、その耕起ロータにて耕起された土を押圧して畝を成形する平
板体とが備えられた耕耘装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　上記のような耕耘装置では、耕起ロータの上部を覆うカバーが備えられ、そのカバーの
後端部に平板体を耕起ロータの後部に垂れ下がるように連結している。そして、平板体は
、可撓性を有するゴム体等により構成されており、耕起ロータにて耕起された土を平板体
にて受け止めて、平板体がその土を押圧して畝を成形している（例えば、特許文献１参照
。）。
【０００３】
　この特許文献１に記載の耕耘装置では、平板体が、上辺及び下辺の長さが左辺及び右辺
の長さよりも大きい長方形状に形成されている。そして、平板体の上端部における左半部
の中途部から右半部の中途部までの部分を上中央部固定部材にてカバーの後端部に固定し
、平板体の左上端部を左固定ネジにてカバーの後左端部に固定自在とし、平板体の右上端
部を右固定ネジにてカバーの後右端部に固定自在としている。また、畝立て作業を行う場
合には、平板体の後部に尾輪を支持する上部アーム部材を位置させ、その上部アーム部材
が平板体の左右方向の中央部に当接して、平板体の後方側への移動を規制している。これ
により、平板体の上端部における支持箇所の左右両端部の２点、及び、平板体の下端部に
おける左右中央部の当接支持箇所の１点の３つの点を頂点とする三角形の外側となる部分
が、後方側に弾性変形しながら、耕起された土を押圧して畝を成形するようにしている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－６２１７８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ここで、例えば、どんな作物を作るか等、各種の条件に応じて、畝の形状を変えること
が求められている。そこで、上記特許文献１に記載の耕耘装置では、カバーに対する平板
体の上端部における左右両端部の固定点を平板体の横幅方向で変更することで、畝におけ
る溝の幅を調整するようにしている。上記特許文献１に記載の耕耘装置では、左固定ネジ
及び右固定ネジを取り付けることで、カバーに対する平板体の上端部の固定点を平板体の
横幅方向の左端部と右端部として、溝幅が大きな畝を成形している。また、左固定ネジ及
び右固定ネジを取り外すことで、カバーに対する平板体の上端部の固定点を平板体の左半
部の中途部と右半部の中途部として、溝幅が小さな畝を成形している。
【０００６】
　しかしながら、上記特許文献１に記載の耕耘装置では、平板体の上端部における支持箇
所の左右両端部の２点と平板体の下端部における左右中央部の当接支持箇所の１点とだけ
が後方側への移動が規制されており、その平板体の上端部における２点と平板体の下端部
における１点との間については、平板体の後方側への移動が規制されていない。したがっ
て、平板体の上端部における２点と平板体の下端部における１点との間の部位にて、耕起
された土を適切に押圧することができず、畝の側部を適切に成形でき難いものとなってい
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る。
【０００７】
　本発明は、かかる点に着目してなされたものであり、その目的は、畝の形状を変更する
ことができながら、畝の側部も適切に成形することができる耕耘装置を提供する点にある
。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　この目的を達成するために、本発明に係る耕耘装置の特徴構成は、耕起ロータと、その
耕起ロータの上部を覆うカバーと、可撓性を有し、前記耕起ロータの後部に垂れ下がるよ
うに前記カバーの後端部に連結された平板体とが備えられ、
　前記平板体の後方側で左右方向中央部には、その上端側における上端側支持点とその下
端側における下端側支持点とに亘って配置され、前記平板体の後方側への移動を規制する
左右一対の第１支持体が備えられ、
　前記左右一対の第１支持体の夫々は、前記平板体の上端側支持点を前記平板体の横幅方
向に位置変更自在に構成されている点にある。
【０００９】
　本特徴構成によれば、平板体の後方側で左右方向中央部には、上端側支持点と下端側支
持点とに亘る左右一対の第１支持体が配置されていることから、耕起された土を受け止め
る平板体は、第１支持体にて後方側への移動が規制されている上端側支持点と下端側支持
点とを結ぶ線を基準として、第１支持体の配設位置よりも左右方向外側部位を後方側に弾
性変形させて、畝を成形することができる。そして、平板体の上端側支持点を平板体の横
幅方向に位置変更させることで、その位置変更された上端側支持点と下端側支持点とに亘
って第１支持体が配置されることになり、第１支持体の姿勢を変更することができる。例
えば、上端側支持点を横幅方向でより外側に位置変更させるほど、第１支持体は上下方向
に沿った起立姿勢から傾斜姿勢となり、その傾斜姿勢における傾きも大きなものとなる。
逆に、上端側支持点を横幅方向中央側に位置変更させると、第１支持体は傾斜姿勢におけ
る傾きが小さくなり、傾斜姿勢から起立姿勢に変更される。このように、第１支持体の姿
勢を変更することで、第１支持体によって成形される畝の側部の傾斜を変更させることが
できる。しかも、第１支持体は、上端側支持点と下端側支持点とに亘って配置されている
ので、耕起された土を適切に押し固めて畝の側部を成形することができる。したがって、
畝の形状を変更することができながら、畝の側部も適切に成形することができる。
【００１０】
　本発明に係る耕耘装置の更なる特徴構成は、前記左右一対の第１支持体の夫々は、その
下端部が前記平板体の厚み方向に沿う軸心周りで揺動自在に前記平板体の下端部に連結さ
れ、且つ、その上端部が前記平板体の上端部に固定されており、前記平板体の上端部と前
記第１支持体の上端部との固定点が前記平板体の横幅方向に位置変更自在に構成されてい
る点にある。
【００１１】
　本特徴構成によれば、第１支持体の下端部を揺動自在に平板体の下端部に連結すること
で、第１支持体を揺動させるだけで、第１支持体の上端部を平板体の横幅方向に位置変更
させることができる。よって、構成の簡素化を図りながら、上端側支持点を平板体の横幅
方向に位置変更することができる。しかも、平板体の上端部と第１支持体の上端部との固
定点が上端側支持点となることから、平板体において上端側支持点をどのような位置に変
更しているのかを容易に把握することができる。
【００１２】
　本発明に係る耕耘装置の更なる特徴構成は、前記左右一対の第１支持体の夫々は、その
下端部が前記平板体の厚み方向に沿う軸心周りで揺動自在に前記平板体の下端部に連結さ
れ、且つ、その上端部が前記カバーに固定されており、前記カバーと前記第１支持体の上
端部との固定点を前記平板体の横幅方向に位置変更自在に構成されている点にある。
【００１３】
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　本特徴構成によれば、第１支持体の下端部を揺動自在に平板体の下端部に連結すること
で、第１支持体を揺動させるだけで、第１支持体の上端部を平板体の横幅方向に位置変更
させることができる。よって、構成の簡素化を図りながら、上端側支持点を平板体の横幅
方向に位置変更することができる。しかも、第１支持体の上端部をカバーに固定している
ので、第１支持体を強固に固定し易く、平板体の後方側への移動の規制を適切に行うこと
ができる。
【００１４】
　本発明に係る耕耘装置の更なる特徴構成は、前記平板体には、横幅方向の中央部に、上
端部から下端部に亘って配置された第２支持体が備えられている点にある。
【００１５】
　本特徴構成によれば、第２支持体を備えることで、平板体の横幅方向の中央部について
上端部から下端部に亘って後方側への移動を規制できるので、平板体の後方側への移動を
適切に規制でき、畝の成形を適切に行うことができる。
【００１６】
　本発明に係る耕耘装置の更なる特徴構成は、　前記左右一対の第１支持体の夫々は、前
記平板体の横幅方向に幅を有する板金にて構成されている点にある。
【００１７】
　本特徴構成によれば、第１支持体が板金にて構成されているので、可撓性を有する平板
体の後方側への移動を規制できるだけの強度を有しており、簡易な構成でありながら、適
切な部材にて第１支持体を構成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】歩行型作業機の全体側面図
【図２】歩行型作業機の全体平面図
【図３】耕耘装置の縦断側面図
【図４】耕耘装置の背面図
【図５】畝立て作業時の耕耘装置の背面図
【図６】耕耘装置の要部の縦断側面図
【図７】第２実施形態における耕耘装置の背面図
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　本発明に係る耕耘装置を歩行型作業機に適用した実施形態を図面に基づいて説明する。
　　〔第１実施形態〕
　図１及び図２に示すように、歩行型作業機は、ミッションケース１の下部の右及び左側
部に車軸２が備えられ、右及び左の車軸２に走行用の車輪３が連結されており、ミッショ
ンケース１の前部に連結された支持フレーム４にエンジン５が支持されて構成されている
。
【００２０】
　ミッションケース１の上部から斜め後方下方に伝動ケース６が延出されて、伝動ケース
６から斜め後方上方に操縦ハンドル７が延出されており、伝動ケース６の後部に耕耘装置
８が備えられている。
【００２１】
　図１及び図３に示すように、耕耘装置８は、伝動ケース６の下部から右及び左側に延出
された駆動軸９に固定された複数の正逆転爪１０（耕起ロータに相当する）と、その正逆
転爪１０の上方を覆うカバー１１と、抵抗体１２と、平板体１９とを備えている。右及び
左の駆動軸９及び正逆転爪１０は、通常は正転方向（図３の矢印Ａ１の方向）に回転駆動
されるが、逆転方向（図３の矢印Ａ２の方向）にも回転駆動可能となっている。
【００２２】
　図２及び図３に示すように、カバー１１は、半円筒状の天井部１１ａと、その天井部１
１ａの右及び左側部に連結された扇形状の横壁部１１ｂとが備えられ、伝動ケース６の上
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方、右及び左の駆動軸９及び正逆転爪１０の上方を覆うように構成されている。カバー１
１の支持については、伝動ケース６のブラケット（図示省略）にカバー１１の天井部１１
ａが連結されている。
【００２３】
　図３に示すように、伝動ケース６には、後方に延出された第１ブラケット１３が固定さ
れており、その第１ブラケット１３の後端部に縦向き姿勢の第２ブラケット１４が固定さ
れている。第２ブラケット１４は、幅狭の角パイプ状に形成されており、天井部１１ａの
開口部から上方に突出するように配設されている。第２ブラケット１４の上部には、横方
向に延びる平面視コ字状の第３ブラケット１５が固定されている。抵抗体１２は、縦向き
姿勢の第２ブラケット１４を貫通する状態でカバー１１よりも上方側から下方側に亘って
延びるように備えられている。そして、図２及び図３に示すように、抵抗体１２を第２ブ
ラケット１４に固定するためのＬ字状の固定ピン１６が、第３ブラケット１５にスライド
自在及び回転自在に支持されている。第３ブラケット１５には、固定ピン１６を第２ブラ
ケット１４の開口部から挿入側に付勢するバネ１７が備えられている。
【００２４】
　図３に示すように、抵抗体１２は細長い棒状に構成されている。抵抗体１２の上部には
、その長手方向に沿って、複数個の固定孔１２ａが開口されている。また、抵抗体１２の
下端には、板状の基板１８が、抵抗体１２の延伸方向と直交する姿勢で、機体の後方側に
張り出すようにして設けられている。
【００２５】
　図３では、抵抗体１２が第２ブラケット１４に挿入されて、固定ピン１６が抵抗体１２
の固定孔１２ａの一つに挿入され、抵抗体１２が第２ブラケット１４に固定された状態を
示している。この状態で、伝動ケース６の真後ろに抵抗体１２が位置しており、カバー１
１の天井部１１ａの後端部分の横方向中央部の下方に基板１８が位置している。
【００２６】
　抵抗体１２は、圃場面（地面）に接地して耕耘装置８の圃場面に対する高さを設定する
。即ち、抵抗体１２の下端が圃場面に接地することにより、耕耘装置８の圃場面に対する
高さが決められる。
【００２７】
　耕耘装置８の圃場面に対する高さは、種々に変更することができる。例えば、耕耘装置
８の圃場面に対する高さをより低く設定したい場合には、固定ピン１６を抵抗体１２の固
定孔１２ａから引き抜き、約９０度回転させて、第３ブラケット１５の上部の折り曲げ部
に掛けて引き抜き状態に保持する。そして、抵抗体１２を上方向に移動させ、固定ピン１
６を引き抜いた固定孔１２ａよりも下方に位置する別の固定孔１２ａに再び挿入して抵抗
体１２を固定する。これにより、耕耘装置８に対する抵抗体１２の高さがより高い位置に
変更されるため、耕耘装置８の圃場面に対する高さがより低く設定される。一方、耕耘装
置８の圃場面に対する高さをより高く設定したい場合には、上述の動作と逆に、固定ピン
１６を引き抜き状態に保持して、抵抗体１２を下方向に移動させ、引き抜いた固定孔１２
ａより上方に位置する別の固定孔１２ａに再び挿入して抵抗体１２を固定する。
【００２８】
　図４に示すように、平板体１９は、長方形状の可撓性を有するゴム板等により構成され
ており、その横幅がカバー１１の横幅と略同じ大きさに設定されている。そして、平板体
１９は、正逆転爪１０の後部に垂れ下がるようにカバー１１の後端部に連結されている。
平板体１９の連結については、ヒンジ部材２０によってカバー１１の天井部１１ａの後端
部に上下揺動自在に連結されている。
【００２９】
　ヒンジ部材２０は、平板体１９の横幅方向の中央部を中心として左右対称となる位置に
左右一対配置されている。左右一対のヒンジ部材２０は、カバー１１側に固定する第１ヒ
ンジ部２１と、平板体１９側に固定する第２ヒンジ部２２とを備えており、第２ヒンジ部
２２は、第１ヒンジ部２１に対して揺動自在に枢支連結されている。図４及び図６に示す
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ように、第１ヒンジ部２１は、カバー１１と第１固定部材２３とで挟み込まれた状態で、
固定用の第１挿通孔を挿通させた第１ボルトとナットＮの締結により、カバー１１の裏面
側（前方側）に固定されている。第１固定部材２３は、板状の板金部材にて構成されてお
り、カバー１１の横幅方向で左右の第１ヒンジ部２１に亘るように備えられている。そし
て、第１ヒンジ部２１と第１固定部材２３は共締めにより固定されている。第２ヒンジ部
２２は、平板体１９とで第２固定部材２４を挟み込む状態で、固定用の第２挿通孔を挿通
された第１ボルトとナットＮの締結により、平板体１９の後方側（後面部）に固定されて
いる。第２固定部材２４は、板状の板金にて構成されており、平板体１９の横幅方向で左
右の第２ヒンジ部２２に亘るように備えられている。
【００３０】
　このように、平板体１９をカバー１１の後端部に揺動自在に連結するに当たり、第１固
定部材２３及び第２固定部材２４を備えることで、連結部分の補強を行うことができる。
また、第２固定部材２４は、ヒンジ部材２０によってカバー１１の後端部に連結されてい
るので、第２固定部材２４によって平板体１９の上端部で横幅方向中央部が後方側に移動
するのを規制することができる。
【００３１】
　図４に示すように、平板体１９の後方側で左右方向中央部には、その上端側における上
端側支持点Ｓ１とその下端側における下端側支持点Ｓ２とに亘って配置され、平板体１９
の後方側への移動を規制する左右一対の第１支持体２５が備えられている。左右一対の第
１支持体２５は、平板体１９の横幅方向に幅を有する板金の板状体にて構成されており、
上端側支持点Ｓ１と下端側支持点Ｓ２とを一直線上に結ぶ直線状に形成されている。
【００３２】
　また、平板体１９の後方側には、左右一対の第１支持体２５に加えて、第２支持体２６
が備えられている。第２支持体２６は、平板体１９の横幅方向に幅を有する板金の板状体
にて構成されている。第２支持体２６は、平板体１９の横幅方向の中央部で、平板体１９
の上端部から下端部に亘って配置されている。第２支持体２６は、その上端部から下方側
に延びる幅狭部位２６ａと、その幅狭部位２６ａから下端部まで延びる幅広部位２６ｂと
備えており、幅狭部位２６ａ及び幅広部位２６ｂの横幅方向の中央が平板体１９の横幅方
向の中央と同一位置として、左右対称となるように備えられている。幅広部位２６ｂの横
幅方向の両端部は、下方側ほど幅狭となる傾斜状に形成されている。
【００３３】
　このようにして、平板体１９の後面部（後方側）には、その横幅方向の中央部において
、平板体１９の上端部に、左右一対の第２ヒンジ部２２、及び、第２固定部材２４が備え
られている。また、平板体１９の上端部から下端部に亘って左右一対の第１支持体２５が
備えられ、左右一対の第１支持体２５の間に平板体１９の上端部から下端部に亘って第２
支持体２６が備えられている。第２支持体２６は、幅狭部位２６ａが第２固定部材２４に
後方側から当接する状態で備えられ、左右一対の第１支持体２５の夫々は、第２固定部材
２４及び第２支持体２６の幅広部位２６ｂに後方側から当接する状態で備えられている。
そして、第２固定部材２４の横幅と第２支持体２６における幅広部位２６ｂの横幅とは略
同じ大きさに設定されている。
【００３４】
　ここで、本実施形態では、第２固定部材２４と第２支持体２６を別々の板金部材にて構
成しているが、例えば、第２固定部材２４と第２支持体２６を１つの板金部材にて構成す
ることもできる。また、第２支持体２６については、幅狭部位２６ａと幅広部位２６ｂと
を備えた１つの板金部材にて構成されているが、幅狭部位２６ａと幅広部位２６ｂとを別
々の板金部材にて構成することもできる。そして、第２支持体２６の形状については、平
板体１９の横幅方向中央部で上端部から下端部に亘るものであればよく、例えば、上端部
から下端部に亘って幅広部位とする形状にしてもよい。
【００３５】
　左右一対の第１支持体２５の夫々は、その下端部が平板体１９の厚み方向（前後方向）
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に沿う軸心周りで揺動自在に平板体１９の下端部に連結され、且つ、その上端部が平板体
１９の上端部に固定されている。図４及び図６に示すように、第１支持体２５の下端部の
連結について説明すると、左右一対の第１支持体２５の夫々における下端部、第２支持体
２６における幅広部位２６ｂ、平板体１９を挿通する揺動軸部２７が備えられ、その揺動
軸部２７とナットＮの締結により第１支持体２５と第２支持体２６を共締めしており、第
１支持体２５の下端部が揺動軸部２７周りで揺動自在に平板体１９の下端部に連結されて
いる。第１支持体２５の上端部の連結について説明すると、左右一対の第１支持体２５の
上端部位に、その長手方向に沿って長尺状の長孔部２８が形成され、その長孔部２８及び
平板体１９を挿通させた第２ボルトＢ２をナットＮにて締結することで、第１支持体２５
の上端部が平板体１９の上端部に固定されている。
【００３６】
　このように、第１支持体２５の上端部は平板体１９の上端部に固定されるのであるが、
この平板体１９の上端部と第１支持体２５の上端部との固定点を平板体１９の横幅方向に
位置変更自在としている。これにより、左右一対の第１支持体２５の夫々は、平板体１９
の上端側支持点Ｓ１を平板体１９の横幅方向に位置変更自在に構成されている。つまり、
平板体１９の上端部と第１支持体２５の上端部との固定点が、上端側支持点Ｓ１となって
おり、その固定点を平板体１９の横幅方向に位置変更自在としている。
【００３７】
　上端側支持点Ｓ１を平板体１９の横幅方向に位置変更させるために、平板体１９の上端
部には、横幅方向に間隔を隔てて複数の位置変更用孔部２９ａ～２９ｅが形成されている
。そして、複数の位置変更用孔部２９ａ～２９ｅの夫々に対して、第２ボルトＢ２が挿脱
自在に構成されており、第２ボルトＢ２を挿通させる位置変更用孔部２９ａ～２９ｅを変
更することで、上端側支持点Ｓ１を平板体１９の横幅方向に位置変更させるようにしてい
る。
ここで、位置変更用孔部については、平板体１９の横幅方向でどのような間隔でどのよう
な位置に備えるかについては適宜変更が可能である。図４に示すものでは、例えば、平板
体１９の横幅方向で最も中央部に位置する位置変更用孔部２９ａが、平板体１９に使用し
ない非作業時等に用いられるものである。この位置変更用孔部２９ａを用いて、第１支持
体２５の上端部を平板体１９の上端部に固定した場合を図４に示している。また、この位
置変更用孔部２９ａは、第２固定部材２４の両端部に相当する位置に形成されており、第
２固定部材２４の後方側に第１支持体２５が位置することになる。
【００３８】
　本実施形態では、図６に示すように、抵抗体１２と平板体１９とを連結自在な連結部材
３０が備えられている。この連結部材３０は、平板体１９の下端部から下方側に延びるよ
うに備えられたピン部材３１と、抵抗体１２から後方側に延びる基板１８に形成されて、
ピン部材３１を挿脱自在なピン孔部３２とを備えた係合式にて構成されている。ピン部材
３１は、第２支持体２６における幅広部位２６ｂの下端部から下方側に延びる円柱状に形
成されており、ピン孔部３２は、大径の円弧状開口部を前方側に位置させ、小径の円弧状
開口部を後方側に位置させ、それら２つの円弧状開口部にて前後方向に連続して開口する
ように形成されている。そして、ピン部材３１をピン孔部３２に挿通させて、抵抗体１２
と平板体１９とを連結することで、平板体１９及び第２支持体２６が後方側に移動するの
を規制している。
【００３９】
　（畝立て作業）
　以下、図５に基づいて、畝立て作業について説明する。図５は、畝立て作業での平板体
１９が後方側に折れ曲がった状態を示している。
　まず、この畝立て作業を行う場合には、平板体１９のピン部材３１を抵抗体１２におけ
る基板１８のピン孔部３２に挿通させ、抵抗体１２と平板体１９とを連結して平板体１９
及び第２支持体２６の後方側への移動を規制している。
【００４０】
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　機体の前進に伴って、正逆転爪１０の正転方向（図３の矢印Ａ１の方向）の回転駆動に
よって耕起された土が平板体１９により受け止められる。このとき、平板体１９の後方側
に備えられた左右一対の第１支持体２５及び第２支持体２６によって平板体１９の後方側
への移動が規制されている。これにより、平板体１９において、左右一対の第１支持体２
５及び第２支持体２６にて後方側への移動が規制されていない、左右一対の第１支持体２
５よりも横幅方向で外側に位置する左右の側部部位が後方側に移動することになる。つま
り、上端側支持点Ｓ１と下端側支持点Ｓ２とを結ぶ第１支持体２５の外端部に相当する仮
想線Ｔ（図４参照）を折れ曲がり線として、平板体１９の一方及び他方の側部部位が斜め
後方に折れ曲がる状態となって後方側に弾性変形している。よって、平板体１９の下辺部
の横幅方向中央部とその後方側に備えられた第２支持体２６の幅広部位２６ｂの下辺部に
よって耕起された土が押し固められて畝Ｃの底部Ｃ１が成形されるとともに、左右一対の
第１支持体２５の外端部によって耕起された土が押し固められて畝Ｃの側部Ｃ２が成形さ
れることになる。ここで、畝Ｃの側部Ｃ２については、上端側支持点Ｓ１と下端側支持点
Ｓ２とに亘って左右一対の第１支持体２５が存在することで、その第１支持体２５にて平
板体１９に後方側から当接して強固に受け止めることができ、受け止められた平板体１９
にて耕起された土をしっかり押し固めて畝Ｃの側部Ｃ２を綺麗に成形することができる。
【００４１】
　ここで、どんな作物を作るか等、各種の条件に応じて、畝Ｃの形状を変えることが求め
られていることから、本実施形態では、成形する畝Ｃの側部Ｃ２における傾斜角度を変更
可能に構成されている。つまり、平板体１９の上端部と第１支持体２５の上端部との固定
点である上端側支持点Ｓ１を平板体１９の横幅方向に位置変更することで、揺動軸部２７
周りでの左右一対の第１支持体２５の位置を変更させ、成形する畝Ｃの側部Ｃ２における
傾斜角度を変更している。
【００４２】
　上端側支持点Ｓ１を平板体１９の横幅方向で位置変更する場合には、まず、第２ボルト
Ｂ２に締結したナットＮを取り外し、現在の上端側支持点Ｓ１となる位置変更用孔部２９
ａ～２９ｅの何れかから第２ボルトＢ２を取り外して固定を解除する。例えば、図５では
、実線にて示すように、現在の上端側支持点Ｓ１が横幅方向の最も外側に位置する位置変
更用孔部２９ｅであるので、その位置変更用孔部２９ｅから第２ボルトＢ２を取り外して
固定を解除する。このように固定を解除することで、左右一対の第１支持体２５の夫々は
、その下端部の揺動軸部２７周りで揺動自在となるので、図５の一点鎖線で示すように、
第１支持体２５をその下端部の揺動軸部２７周りに揺動させることで、第１支持体２５の
上端部を位置変更させたい上端側支持点Ｓ１となる位置変更用孔部２９ａ～２９ｅの何れ
かに合わせる。そして、その合わせた位置変更用孔部２９ａ～２９ｅの何れかに第２ボル
トＢ２を挿通させてナットＮにて締結固定してその締結固定した位置変更用孔部２９ａ～
２９ｅの何れかを上端側支持点Ｓ１としている。このとき、上端側支持点Ｓ１をどの位置
変更用孔部２９ａ～２９ｅに変更させる場合であっても、第２ボルトＢ２を長孔部２８に
沿って移動させることで、第１支持体２５における第２ボルトＢ２の位置をその長手方向
で変更することができ、位置変更用孔部２９ａ～２９ｅに対して適切に第２ボルトＢ２を
挿通させて締結固定することができる。
【００４３】
　そして、位置変更用孔部２９ａ～２９ｅは、平板体１９の横幅方向でその両端部よりも
内側範囲内に配設するようにしており、平板体１９の横幅方向で上端側支持点Ｓ１の位置
変更可能な範囲を、両横端部まで延ばさずに、横幅方向中央側に片寄った範囲としている
。これにより、左右一対の第１支持体２５の夫々における上端側支持点Ｓ１を、平板体１
９の横幅方向で最も外側に位置変更させても、平板体１９においてその上端部で横幅方向
の両端部が後方側に折れ曲がるようにしている。
【００４４】
　また、畝Ｃの底部Ｃ１については、第２支持体２６における幅広部位２６ｂの横幅が一
定であることから、成形される底部Ｃ１の横幅を一定とすることができる。したがって、
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一定の横幅を有する底部Ｃ１でありながら、その側部Ｃ２の傾斜角度を必要に応じて変更
できる畝Ｃを成形することができる。
【００４５】
　　〔第２実施形態〕
　上記第１実施形態では、左右一対の第１支持体２５の夫々における上端部を平板体１９
の上端部に固定している。この第２実施形態では、これに代えて、図７に示すように、左
右一対の第１支持体２５の夫々における上端部をカバー１１の後端部に固定している。つ
まり、左右一対の第１支持体２５の夫々は、上記第１実施形態と同様に、その下端部が平
板体１９の厚み方向に沿う軸心周りで揺動自在に平板体１９の下端部に連結されているが
、その上端部については、上記第１実施形態と異なり、カバー１１に固定されており、カ
バー１１と第１支持体２５の上端部との固定点を平板体１９の横幅方向に位置変更自在に
構成されている。
【００４６】
　このように、カバー１１と第１支持体２５の上端部との固定点を平板体１９の横幅方向
に位置変更させるために、カバー１１の後端部には、横幅方向に間隔を隔てて複数の位置
変更用孔部３３ａ～３３ｅが形成されている。そして、複数の位置変更用孔部３３ａ～３
３ｅの夫々に対して、第２ボルトＢ２が挿脱自在に構成されており、第２ボルトＢ２を挿
通させる位置変更用孔部３３ａ～３３ｅを変更することで、上端側支持点Ｓ１を平板体１
９の横幅方向に位置変更させるようにしている。ここで、位置変更用孔部３３ａ～３３ｅ
については、カバー１１の横幅方向でどのような間隔でどのような位置に備えるかについ
ては適宜変更が可能である。
【００４７】
　この第２実施形態では、カバー１１と第１支持体２５の上端部とを固定するために、上
記第１実施形態と比べて、第１支持体２５の長さを長くするようにしているが、その他の
構成については上記第１実施形態と同様であり、第２ボルトＢ２を位置変更用孔部３３ａ
～３３ｅの何れかに挿通させてナットＮとの締結により、第１支持体２５の上端部をカバ
ー１１の後端部に固定している。この第２実施形態では、第１支持体２５の上端部と平板
体１９の上端部とは固定されていないので、平板体１９の上端部に対して第１支持体２５
が後方側から当接支持する位置が上端側支持点Ｓ１となる。
【００４８】
　　〔別実施形態〕
（１）上記第１及び第２実施形態では、平板体１９をカバー１１の後端部に揺動自在に連
結しているが、例えば、カバー１１の後端部にボルト締結等により平板体１９を直接固定
することもでき、カバー１１の後端部に対してどのように平板体１９を連結するかは適宜
変更が可能である。
【００４９】
（２）上記第１及び第２実施形態では、抵抗体１２と平板体１９とを連結自在な連結部材
３０が備えられているが、この連結部材３０を備えなくてもよい。
【００５０】
（３）上記第１及び第２実施形態では、第２支持体２６を備えているが、この第２支持体
２６を備えなくてもよい。
【００５１】
（４）上記第１及び第２実施形態では、抵抗体１２として棒状体を例示しているが、例え
ば、抵抗体１２として、地面に接地自在で回転自在な尾輪を備えることもできる。
【産業上の利用可能性】
【００５２】
　本発明は、耕起ロータと、その耕起ロータにて耕起された土を押圧して畝を成形する平
板体とを備え、畝の形状を変更することができながら、畝の側部も適切に成形することが
できる各種の耕耘装置に適応可能である。
【符号の説明】
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【００５３】
８　　　　　耕耘装置
１０　　　　正逆転爪（耕起ロータ）
１１　　　　カバー
１９　　　　平板体
２５　　　　第１支持体
２６　　　　第２支持体
Ｓ１　　　　上端側支持点
Ｓ２　　　　下端側支持点

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】
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